
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

  
千葉県企業局 

令和５年度  

環 境 報 告 書 
令和４年度決算版 



目 次 

 

■ Ⅰ はじめに・・・・・・・・・・・・Ｐ. １ 

■ Ⅱ 千葉県企業局の組織と主な仕事・・Ｐ. ２ 

■ Ⅲ 千葉県企業局環境方針・・・・・・Ｐ. ３ 

■ Ⅳ 環境保全への取組一覧・・・・・・Ｐ. ４ 

■ Ⅴ 事業の概要・・・・・・・・・・・Ｐ. ６ 

1 上水道事業の概要 

2 工業用水道事業の概要 

3 造成土地管理事業の概要 

■ Ⅵ 当局の事業と環境のかかわり・・・Ｐ.１２  

■ Ⅶ 環境保全への取組・・・・・・・・Ｐ.１４  

1  浄水過程では 

2  送配水過程では 

3  再生可能エネルギーの導入 

4  環境コミュニケーション 

5  オフィスでは 

■ Ⅷ 環境会計・・・・・・・・・・・・Ｐ.２２  

１ 環境会計の概要 

２ 令和４年度における決算について 

■ Ⅸ 環境に関する法令の遵守・・・・・Ｐ.２４  

■ Ⅹ 第三者審査・・・・・・・・・・・Ｐ.２５  

 

 

１ 目  的 

お客様に当局の環境施策全般に

ついてご理解い ただくとともに、  

環境施策を組織内部で一層促進 

するために環境報告書を作成し、

公表します。 

この環境報告書は、令和４年度

決 算 値 ・ 実 績 値 に 基 づ き、 事 業  

活 動 に 伴 う 環 境 負 荷 の 状 況 、  

「千葉県企業局環境方針」に基づく

環境配慮・環境保全の取組、環境

会計情報など、当局の環境施策 

全般について取りまとめたものです。 

２ 対象期間 

令和 4 年 4 月 1 日から 

令和 5 年 3 月 31 日まで 

３ 対象範囲 

千葉県企業局 

《上水道事業・工業用水道事業・ 

造成土地管理事業》 の事業全体 

４ 参考とした資料 

「環境会計ガイドライン 2005 年版」 

（平成 17 年 2 月 環境省） 

「環境報告ガイドライン 20１8 年版」 

（平成 30 年 6 月 環境省） 

 

 
SDGs とは 
 
Sustainable Development Goals 
（持続可能な開発目標）の略称で、経済・社会・  

環境の３つの側面のバランスが取れた社会を  

目指す世界共通の目標として、2015 年 9 月に 

国連で採択されました。17 のゴールと 169 の   

ターゲットで構成されています。 

 

（すべての企業が持続的に発展するために 

－持続可能な開発目標(SDGs)活用ガイド－（環境省）より） 



 

 

Ⅰ はじめに 

 

千葉県企業局は、上水道事業、工業用水道事業及び造成土地管理事業の３部門から 

成る公営企業です。上水道事業は、県内約３０７万人のお客様に安全でおいしい  

水道水を、工業用水道事業は、延べ２８４社の企業に低廉な工業用水をお届けすると 

ともに、造成土地管理事業は、土地造成整備事業の収束に伴い引き継いだ土地の分譲、 

貸付け、管理等を行っています。 

千葉県では、カーボンニュートラルの実現に向けて、令和３年２月に「２０５０年 

二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」を行いました。さらに令和５年３月には、当局を  

含めた県の全機関を対象とする「千葉県地球温暖化対策実行計画事務事業編   

（千葉県庁エコオフィスプラン）」の第４次計画を改定し、温室効果ガス排出量の 

削減目標を強化するなど、環境保全に向けた取組をより一層進めることとして  

います。 

当局の事業活動では、特に浄・給水場での浄水処理やきれいにした水の送配水など 

に大量のエネルギーを消費します。そのため、豊かな地球環境を将来の世代に継承 

していくために、環境に配慮した事業運営を実践していくことが求められています。 

そこで太陽光発電パネルやマイクロ水力発電設備により得られた電力を  

浄・給水場内の設備の稼働に充てるなど、再生可能エネルギーの活用を図るほか、 

浄水発生土をはじめとした廃棄物の再資源化を進めるなど、環境負荷の低減に  

資する様々な取組を行っています。 

これらの取組や実績を御理解いただくため、この度、令和５年度環境報告書   

（令和４年度決算版）を作成しました。より多くの皆様に御活用いただければ幸い 

です。 

なお、当局では、老朽化が著しい栗山浄水場の浄水機能を、近接する「ちば野菊の 

里浄水場」に移転する「ちば野菊の里浄水場（第２期）施設整備事業」を実施し、    

令和６年３月に第２期施設が稼働しました。現在、太陽光発電設備の設置工事を  

進めており、環境負荷の更なる低減に取り組んでいるところです。 

今後も、持続可能な社会づくりに貢献し、豊かな地球環境を次世代に引き継げる 

よう、環境負荷の低減に向けた取組をより一層推進してまいります。 

 

令和６年３月 

千葉県企業局長 吉野 美砂子 
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Ⅱ　千葉県企業局の組織と主な仕事

施 設 設 備 課

企
業
局
長

財 務 課

計 画 課

浄 水 課

水
道
部

水 質
セ ン タ ー

土 地 事 業 調 整 課

資 産 管 理 課

土 地 分 譲 課

ニ ュ ー タ ウ ン
事 業 室 （ 分 室 ）

造成土地管理事業（土地事業調整課において所掌するものを除く）に係る土地・施設の管理・
貸付・引継、工事等の設計・施工監督、工程管理に関すること

千葉市市域・臨海部・内陸地域（土地事業調整課において所掌するものを除く）等に係る分譲・貸
付に関すること

管
理
部

浄 ・ 給 水 場

給 水 課

工 業 用 水 道
事 務 所

工 業 用 水 管 理 課

経 理 課

上水道の浄・給水場等の建設工事の実施に関すること

県水お客様センター及び水道事務所の業務指導、お客様満足度の向上、広報・広聴、業務改善、
情報システムの開発・維持管理に関すること

予算、企業債、本局庁舎の整備・管理、局の庁舎に係る資産最適化、
集中管理物品等の調達に関すること

決算、収入支出の審査、出納、入札、契約締結、会計検査、資産の取得・管理・処分に関すること

人事、組織、給与、福利厚生、労務、法規審査、訟務、中期経営計画、経営分析、
文書の受発に関すること

上水道の給水契約の申込・解除、口座振替申込、問合せ、相談等の受付に関すること

上水道の料金の徴収、給水装置工事・送配水管工事の実施に関すること

総 務 企 画 課

業 務 振 興 課

県 水 お 客 様
セ ン タ ー

水 道 事 務 所

施 設 整 備
セ ン タ ー

送配水管更新事業計画、大規模建設工事、水需要、水源、危機管理に関すること

配水計画、水運用、浄・給水場の設備更新工事及び運転・施設管理指導、水質管理、
高度浄水処理研究に関すること

浄水・送水作業に関すること

水質の調査、検査に関すること

送配水管の工事・維持管理、給水装置の工事指導、指定給水装置工事事業者の指定、
設計積算に関すること

工業用水道事業の総合調整・経営管理、基本給水・特定給水の決定、料金の収入、
工業用水の需給計画、水利権の確保に関すること

工業用水道施設の維持管理、工業用水の供給に関すること

工業用水道資産の管理・処分の指導調整、手数料の収入、工業用水の供給、工業用水道の建設・建設改良、
工業用水道施設の維持管理、事故・渇水対策、水質管理、発生土の再資源化に関すること

造成土地管理事業の総合調整・経営管理、
千葉ニュータウン地区等の土地・施設の管理・分譲・貸付に関すること

 千葉水道事務所

　 千葉西支所
　 市原支所

 船橋水道事務所

　　船橋北支所
　　千葉ニュータウン支所
　　成田支所

 市川水道事務所

　　松戸支所
　　葛南支所

　栗山浄水場　柏井浄水場　　北総浄水場　福増浄水場　ちば野菊の里浄水場
　誉田給水場　北船橋給水場　松戸給水場

工
業
用
水
部 千葉工業用水道事務所 葛南工業用水道事務所 君津工業用水道事務所

郡本浄水場 南八幡浄水場 人見浄水場

佐倉浄水場

袖ケ浦浄水場

土
地
管
理
部
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Ⅲ 千葉県企業局環境方針 

 

環境への基本的な取組姿勢を示しています。（平成１８年策定 平成 3１年 4 月改正） 

当局では、本方針に基づき各取組を実施し、環境報告書を作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本方針 

１ 事業活動における環境負荷の低減 

日常活動をはじめとする事業活動に  

おい て 、 効率 的 な 業務 運営 を 行 い、    

安定給水の確保に努めながら、さらに  

一層の省エネルギーの推進、省資源の 

推進、廃棄物の削減に努めます。 

２ 地球温暖化問題への対応 

クリーンエネルギーの導入などに 

積極的に取り組み、地球温暖化の 

原因である温室効果ガスの削減に 

努めます。 

３ 環境保全対策の継続的な促進 

環境保全に係る目標を指標等で定め、 

定期的に見直し、環境保全の継続的な  

改善に努めます。 

４ 環境関連法規制等の遵守 

事業活動に適用される環境関連 

法 規 制 等 を 遵 守 し 、 環 境 汚 染 の  

未然防止に努めます。 

５ 全ての職員が本環境方針に沿って、環境に配慮して行動します。 

基本理念 
 
 

千葉県企業局では、安全でおいしい水道水と低廉で生産活動に 

欠かせない工業用水を安定的に給水しているところですが、   

その過程で電気などの多くのエネルギーを消費するなど、当局の 

事業活動は地球環境に対して大きなかかわりを持っています。 

当局は、地球温暖化問題や循環型社会の構築などの人類共通の 

課題に対応するため、環境に配慮した水道事業運営を実践し   

環 境 負 荷 の 低 減 を 図 り 、 豊 か な 地 球 環 境 を 将 来 の 世 代 に     

引き継いでいく努力をしていきます。 
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Ⅳ　環境保全への取組一覧

基本
方針

施策
方向 備　考

　令和３年度　使用実績
　　187,528　千kWh

　令和３年度　発電実績
　　　①　　　　66　千kWh
　　　②　  4,459　千kWh

　令和３年度　使用実績
　　3,025　千kWh

　令和３年度　使用実績
　　1,757　千㎥

　令和３年度　使用実績
　　115　千㎥

　令和３年度　使用実績
　　67,307 L

　令和３年度　使用実績
　　1,703 L

　耐震管を除く
　小中口径配水管
　(Φ50～Φ450mm、
　　延長約7,100km)を
　対象に漏水調査を
　実施する。

ー

　配水管整備事業
　（管の更新や耐震化を
　　進めることで漏水等を防止し、
　　水資源の有効利用に努める）

ー
＜工業用水道事業＞
　管路パトロールを年間で１２回実施し、
地震及び風水害時に臨時点検を実施した。

　管路パトロール及び付帯施設
　点検調査
   （管路及び付帯施設の点検を
　　　実施し、水道施設の事故を
　　　未然に防止する）

　調査延長　 　　　1,370.6 km
　軌道下横断管　  　　 169 箇所
　特定水管橋　　  　　　296 箇所

＜上水道事業＞
　送・配水管、共同溝（幕張・印西）、空気弁、
大型仕切弁、減圧弁、特定水管橋の点検を実施した。

＜上水道事業＞
　鋳鉄管更新    80.0 km

　令和３年度実績
　　上水道事業　　　73.5km
　　（鋳鉄管）
　　工業用水道事業　1.2km
　　（PSコンクリート管）

　漏水調査や配水管整備事業などにより漏水を
防止し、水資源の有効利用に努めた。

　冷暖房の適切な使用や不必要な照明の消灯などに
努めた。

事
業
活
動
に
お
け
る
環
境
負
荷
の
低
減

　本局新庁舎建設に併せた
　省エネ設備等の導入

　浄・給水場における
　都市ガス使用量の削減

　庁舎における都市ガス使用量の削減

　ガソリンの使用量の削減

　軽油使用量の削減

　水の有効利用

　漏水調査
　（漏水を早期に発見・防止し、
　　　水資源の有効利用を図るとともに、
　　　漏水に起因する二次災害の
　　　防止を図る）

　節電対策の促進

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進

　年間を通じて24時間、緊急修繕工事に対応できる
体制を確保した。
　[給・配水管修繕工事件数]
　　　　　　　　　　　　 漏水修繕　　　　　　　　1,019 件
　　　　　　　　　　　　 緊急維持修繕　　　　　　 959 件
　　　　　　　　　　　　 合　　　　 計　　　　　　 1,978 件

　93　千㎥（使用量）
（単独庁舎でないため算出できない庁舎を除く）

　67,911 L（使用量）

　2,052 L（使用量）

ー

取　組　事　項

  　浄・給水場における
　　電気使用量の削減

　漏水防止

　水運用の効率化

　庁舎における電気使用量の削減

　浄・給水場設備の
　更新工事に合わせた
　エネルギー消費の少ないシステムや
　省エネ機器、照明機器の導入

　再生可能エネルギー設備の
　安定した運用

令和4年度の実績

　185,353  千kWh（使用量）

＜上水道事業＞
　福増浄水場、沼南給水場、水質センター、
高滝接合井で省エネ型の照明機器を導入

 　①太陽光発電　　　　 　　　   63　千kWh
　 ②マイクロ水力発電 　　   4,435　千kWh

　1,659　千㎥（使用量）

＜工業用水道事業＞
　南八幡浄水場で省エネ型の照明機器を導入

　2,835  千kWh（使用量）

　漏水調査により節減された電気使用量
　　191,187  kWh

　必要圧力を確保しながら、送配水圧力の低減
及び配水系統の変更を行った。

　省エネ性に配慮した設備の導入を設計に反映した。

＜工業用水道事業＞
　ＰＳコンクリート管更新　 0.4km

省
資
源
の
推
進

　24時間対応の
　給・配水管修繕体制の確保
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基本
方針

施策
方向 備　考

ー

　令和３年度　使用実績
　　12,958 ㎥

　ア 　　 79.8％
　イ 　　 100％
　ウ　　　100％

　令和３年度実績
　　ア　91.3%
　　イ　99.8%
　　ウ　100％

　令和３年度　使用実績
　　14,970 千枚

令和３年度　排出実績
　　78.8 t

地
球
温
暖
化
問
題

へ
の
対
応

再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
導
入

　ハロンガス（※）の適正管理
　※フロンと同じくオゾン層を破壊する
　　性質がある

　アスファルト･コンクリート塊の
　再資源化率及びコンクリート塊の
　再資源化率の維持

　建設発生土の
　有効利用率の維持
（改良土に適合しないものを
　除く）

建
設
副
産
物
の

リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進

浄
水
場
な
ど
に
お
け
る

薬
品
等
の
適
正
管
理

環
境
保
全
対
策
に

係
る
広
報 　ホームページ上で当局の環境への取組を紹介したほか、

県水だよりに印旛沼浄化推進運動の取組やカーボンニュートラルへの取組を掲載した。

廃
棄
物
の
削
減
（
再
資
源
化
）

　〈上水道事業〉　　　　　100%
　〈工業用水道事業〉　　100%

　〈上水道事業〉　　　　　100%
　〈工業用水道事業〉　　100%
　〈造成土地管理事業〉 100%

　庁舎における一般廃棄物量の削減

目標値
〈上水道事業〉　　　　　　99%
〈工業用水道事業〉　　　99%
〈造成土地管理事業〉 　99%

　〈上水道事業〉　　　　　100%
　〈工業用水道事業〉　　100%
　〈造成土地管理事業〉 100%

目標値
 〈上水道事業〉　　　　100%
 〈工業用水道事業〉　100%

目標値
〈上水道事業〉　　　　　100%
〈工業用水道事業〉　　　80%
〈造成土地管理事業〉 　80%

　浄水発生土の有効利用の促進
　（再資源化率）

環
境
関
連
法
規
制
等
の
遵
守

環
境
保
全
対
策
の

継
続
的
な
改
善

　PFOS含有泡消火薬剤の適正な管理を行った。

　太陽光発電設備の導入

　環境報告書の作成

　環境への取組に係る広報の実施

　消火設備の法定点検を実施し、ハロンガスの適正管理に努め、不必要な排出を防止した。

　浄水薬品の適正管理

　PCB（※）の適正管理
　※電気機器などに使用されてきたが、
　　毒性が高く、現在は製造が禁止されて
　　いる

　フロンガス（※）の適正管理
　※オゾン層の破壊や、地球温暖化の
　　原因となることが指摘されている

　フロンガス使用設備の定期的な点検によりフロンガスの排出を抑制した。

　適正な保管に努めるとともに、計画的な処分を実施した。
　PCB廃棄物については、引き続き計画的に処分を進めていく。

　薬品等の取扱指針を厳守し適正な管理を行い、事故をゼロにした。
　引き続き適正管理することで事故の発生を防止する。

　環境報告書を作成し、ホームページに掲載した。

　企業局新庁舎及びちば野菊の里浄水場（第２期）施設について、
導入に向けた準備を進めた。

　PFOS(ピーフォス)（※）の適正管理
　※有機フッ素化合物の一種で
　　健康への影響が懸念されている

省
資
源
の
推
進事

業
活
動
に
お
け
る
環
境
負
荷
の
低
減

　水の大切さの啓発
　「節水」の呼びかけを行うCMをテレビ及びラジオで
放送するとともに、ホームページ及びツイッター(現X)
による広報を行った。

　庁舎における水使用量の削減 　12,140 ㎥（使用量）
（単独庁舎でないため算出できない庁舎を除く）

 グリーン購入の促進
　ア 事務用品における
　　環境配慮物品の調達率
　イ コピー用紙の再生紙利用率
　ウ 低排出ガス車の新規導入割合

　紙の使用量の削減 　16,300 千枚（A4用紙換算）（使用量）

　50.1 t（排出量）
（単独庁舎でないもののうち
　　算出できない庁舎を除く）

Ⅳ　環境保全への取組一覧

令和4年度の実績取　組　事　項
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Ⅴ　事業の概要

 １　上水道事業の概要

千葉県営水道は昭和９年に創設、昭和１１年に給水を開始して以来、県政の発展に合わせて

数次にわたる事業拡張を実施しながら、８０年以上にわたり市民生活や社会経済活動に欠かす

ことのできない水の供給に努めてきました。水道水の給水を行う水道部では１１市を給水区域と

して、県内約３０７万人のお客様に安全でおいしい水を供給しています。
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Ⅴ　事業の概要

令和５年３月末時点　　

栗 山 浄 水 場

松戸市栗山198
敷地面積 43,662㎡
給水区域 松戸市・市川市・船橋市の一部
取水場所 利根川水系江戸川
給水能力 186,000㎥/日（令和５年３月末時点）
給水開始 昭和33年6月

給水人口 3,072,430 人
給水戸数 1,557,524 戸
給水栓数 1,480,259 栓
普 及 率 96.5 ％
導・送・配水管布設延長 9,268,786 ｍ
施設能力 1,266,000 ㎥/日
給 水 量 ㎥
有効水量 ㎥
有 効 率 99.3 ％
有収水量 ㎥
有 収 率 96.7 ％
一日平均給水量 860,972 ㎥

314,254,786
312,092,395

303,879,239

ち ば 野 菊 の 里 浄 水 場

松戸市栗山478-1
敷地面積 125,012㎡
給水区域 松戸市、市川市、 船橋市の一部
取水場所 利根川水系江戸川
給水能力 60,000㎥/日（令和５年３月末時点）
給水開始 平成19年10月

柏 井 浄 水 場

北 総 浄 水 場

福 増 浄 水 場

千葉市花見川区柏井町430
敷地面積 258,603㎡
給水区域 浦安市の全域と千葉市・市原市・船橋市・

市川市・習志野市の一部
取水場所 東側施設：利根川水系印旛沼

西側施設：利根川
給水能力 東側施設：170,000㎥/日

西側施設：360,000㎥/日
給水開始 昭和43年7月

印西市竜腹寺296
敷地面積 129,519㎡
給水区域 浦安市の全域と市川市・船橋市・習志野市・

白井市・印西市・成田市の一部
（千葉・成田ニュータウン）

取水場所 利根川
給水能力 126,700㎥/日
給水開始 昭和50年6月

市原市福増47
敷地面積 82,362㎡
給水区域 市原市・千葉市の一部
取水場所 養老川水系高滝ダム湖
給水能力 90,000㎥/日
給水開始 平成5年6月

※栗山浄水場の浄水機能を移転する
「ちば野菊の里浄水場（第２期）施設整備事業」を
実施し、令和６年３月から第２期施設が稼働。
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Ⅴ　事業の概要

 ２　工業用水道事業の概要

企業局の工業用水道事業は、昭和３９年に五井市原地区への給水開始以来、生産活動に

欠かせない工業用水の供給を行っています。

東京湾臨海部の工業地域を中心とした、7地区の事業により日量113万立方メートルと

全国でも有数の供給能力を有し、令和5年３月末現在、延べ２８2社の企業に工業用水を

供給しています。

8



Ⅴ　事業の概要

給水能力 401,760㎥/日
給水開始 昭和42年3月（一部）
取水場所 鹿島川
水源 印旛沼開発

市川市南八幡 2-23-1

東 葛 ・ 葛 南 地 区 工 業 用 水 道 事 業

給水能力 111,200㎥/日
給水開始 昭和45年10月

（葛南地区：一部）
取水場所 江戸川
水源 利根川河口堰、

霞ケ浦導水、
北千葉導水事業及び
三郷放水路

南八幡浄水場

給水能力 206,000㎥/日
給水開始 昭和44年4月（一部）
取水場所 小糸川
水源 豊英ダム、郡ダム、

小糸川総合運用

人見浄水場

君津市人見 5-7-31

給水能力 120,000㎥/日
給水開始 昭和39年4月（一部）
取水場所 養老川
水源 山倉ダム

郡本浄水場

五 井 市 原 地 区 工 業 用 水 道 事 業

市原市北国分寺台 3-5-1

給水能力 172,800㎥/日
給水開始 昭和61年4月（一部）
取水場所 長柄ダム
水源 川治ダム、霞ケ浦開発

木 更 津 南 部 地 区 工 業 用 水 道 事 業

袖ケ浦浄水場

袖ケ浦市代宿 553-2

佐倉市角来 2222

千 葉 地 区 工 業 用 水 道 事 業

給水能力 121,200㎥/日
給水開始 昭和46年4月（全部）
取水場所 印旛沼
水源 利根川河口堰、

湯西川ダム
八ッ場ダム、印旛沼

※印旛沼浄水場はJFEスチール株式会社に運営委託をしています。

印旛沼浄水場

佐倉市臼井田 2212

北 総 地 区 工 業 用 水 道 事 業

給水能力 1,600㎥/日
給水開始 平成5年9月（全部）
水源 地下水

千葉県工業用水道事業一覧 (令和５年３月末現在）

地区事業名 給水区域 給水能力
（㎥/日）

給水対象
企業数

東葛・葛南
地区

市川市、船橋市、松戸市及び
習志野市の区域並びに千葉市
の一部の区域

111,200 104

千葉地区
千葉市、市原市及び袖ケ浦市
の地先の海面に造成された土地
の区域

121,200 26

五井市原
地区

市原市のうち、八幡海岸通及び
五井海岸通の区域 120,000 17

五井姉崎
地区

佐倉市の一部の区域並びに市
原市のうち、五井南海岸、千種
海岸及び姉崎海岸の区域並び
に市原市及び袖ケ浦市の地先
の海面に造成された土地の区域

401,760 40

房総臨海
地区

茂原市の区域並びに千葉市、
木更津市、佐倉市、市原市及
び袖ケ浦市の一部の区域

172,800 72

木更津南部
地区

木更津市並びに君津市及び富
津市の一部の地先の海面に造
成された土地の区域

206,000 18

北総地区 成田市並びに山武郡芝山町及
び横芝光町の一部の区域 1,600 5

1,134,560 282合計

五 井 姉 崎 地 区 工 業 用 水 道 事 業

佐倉浄水場

房 総 臨 海 地 区 工 業 用 水 道 事 業
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Ⅴ　事業の概要

 ３　造成土地管理事業の概要

本県では、半世紀以上にわたる土地関連事業を通じ、約14,000ヘクタールの土地を

造成し、臨海部を中心とした工業用地や数多くの内陸工業団地など産業基盤を整備すると

ともに、「職・住・学・遊」の複合機能を備えた幕張新都心や豊かな自然環境と住環境を

併せ持つ千葉ニュータウンなど特色ある街づくりに取り組んでまいりました。

土地造成整備事業の収束に伴い、造成土地管理事業では、令和５年３月末現在で保有する

未処分土地１６８ヘクタールの分譲を推進するとともに、幕張ベイタウンにおける住宅用地や

県内各地の商業・工業用地などを約７０の事業所に貸し付け、地域経済の発展に貢献して

います。
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Ⅴ　事業の概要

幕張新都心全景

千葉ニュータウン中央駅周辺

柏の葉キャンパス駅周辺

幕張の浜・幕張海浜公園・ZOZOマリン
スタジアムをはじめ、幕張メッセ等の

国際的な業務機能、本社機能、研究

開発機能が集積する業務研究地区

及びホテル・商業施設が立地するタウン

センター地区。

北総線で都心へ直結し、日本橋まで

約４０分。「住む」「働く」「学ぶ」「憩う」

など、各種機能の複合した総合的な

都市として発展。

マンション・商業・サービス施設や東京

大学・千葉大学などの学術研究機能の

集積が進んでいます。つくばエクスプレス

で 秋葉原から３０分。
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Ⅵ　 当局の事業と環境のかかわり

各事業における環境負荷

※１　造成土地管理事業では、ニュータウン事業室分のみ計上しています。
※２　廃油、廃酸、廃アルカリなどで、浄水発生土や工事で発生する産業廃棄物を含めません。
※３　四捨五入の関係で、庁舎、上水道事業、工業用水道事業の数値の和が全体の数値と一致しないことがあります。

＜令和２年度実績＞

当局の事業活動では電気やガス等のエネルギーを消費し、排気ガスや廃棄物を排出しています。

事業活動で消費されるエネルギーや資源量を「インプット（使用量・消費量）」、消費に伴い

発生する排気ガスや廃棄物等の環境負荷を「アウトプット（排出量）」として、下表に令和４年度

のインプット、アウトプット及び令和３年度実績との比（％）を示しています。

企業局3事業（上水道事業・工業用水道事業・造成土地管理事業）を対象として集計しています。

エネルギー

電気 188,188 千kWh 1.2 ％ 減 2,835 千kWh 138,198 千kWh 47,156 千kWh

都市ガス 1,752 千㎥ 6.4 ％ 減 93 千㎥ 1,659 千㎥ 1 千㎥未満

ＬＰガス 0.35 千㎥ 1.1 ％ 増 0.01 千㎥ 0.18 千㎥ 0.16 千㎥

灯油 689 kL 7.3 ％ 減 0 kL 0 kL 689 kL

Ａ重油 46.4 kL 4.1 ％ 減 0 kL 43.5 kL 3.0 kL

ガソリン 0.010 kL 66.7 ％ 増 0 kL 0.010 kL 0 kL

軽油 0.74 kL 19.5 ％ 増 0 kL 0.59 kL 0.15 kL

再生可能エネルギー

太陽光発電 63 千kWh 4.2 ％ 減 - 千kWh 63 千kWh - 千kWh

マイクロ水力発電 4,435 千kWh 0.5 ％ 減 - 千kWh 4,435 千kWh - 千kWh

車両・船舶

ガソリン 67.9 kL 0.9 ％ 増 52.3 kL 8.3 kL 7.3 kL

軽油 1.3 kL 12.7 ％ 増 0.9 kL 0.3 kL 0.1 kL未満

天然ガス 0 千㎥ - ％ - 0 千㎥ 0 千㎥ 0 千㎥

16,300 千枚 8.9 ％ 増 14,149 千枚 1,335 千枚 816 千枚

薬品

硫酸 2,818 t 7.7 ％ 減 - t 1,909 t 909 t

苛性ソーダ 1,281 t 12.1 ％ 減 - t 1,281 t 0 t

ポリ塩化アルミニウム 14,021 t 3.7 ％ 減 - t 13,077 t 944 t

液体硫酸アルミニウム 2,539 t 1.8 ％ 増 - t 0 t 2,539 t

塩化アルミニウム 578 t 34.4 ％ 減 - t 0 t 578 t

次亜塩素酸ナトリウム 1,512 t 0.2 ％ 減 - t 1,002 t 510 t

粉末活性炭 3,475 t 3.5 ％ 増 - t 3,475 t 0 t

水酸化カルシウム 618 t 6.4 ％ 減 - t 0 t 618 t

ガス排出量
ＣＯ2 88,799 t-CO2 7.1 ％ 減 1,586 t-CO2 64,819 t-CO2 22,393 t-CO2

ＳＯX 5.7 t 1.4 ％ 減 0.1 t 4.2 t 1.4 t

一般廃棄物（※１） 85.2 t 8.2 ％ 増 50.1 t 25.7 t 9.4 t

産業廃棄物（※２） 2,419 t 6.6 ％ 増 - t 2,411 t 7 t

紙（Ａ４換算）

イ
　
ン
　
プ
　
ッ
　
ト

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

廃棄物排出量

　庁舎（３事業合計） 上水道事業 工業用水道事業

全事業活動
（３事業合計）

内訳
令和３年度比
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Ⅵ　 当局の事業と環境のかかわり

浄水処理で使用している薬品の用途

令和４年度における環境負荷の概要

令和４年度実績の内訳について

庁舎（3事業合計） ：幕張庁舎や造成土地管理事業における庁舎、各水道事務所が含まれます。

上水道事業 ：上水道事業における浄給水場（管理棟を含む）や取水場が含まれます。

工業用水道事業 ：工業用水道事業における浄給水場（管理棟を含む）や工業用水道事務所が

含まれます。

硫酸・苛性ソーダ ：水素イオン濃度（ｐH）の調整

ポリ塩化アルミニウム ：原水（河川や湖沼の水）に含まれる「にごり」の除去

液体硫酸アルミニウム

塩化アルミニウム

次亜塩素酸ナトリウム ：水道水の消毒等

粉末活性炭 ：においの原因となる物質等の除去

令和4年度のインプットについて、当局が事業活動で消費するエネルギーの9割以上を

占める電気の使用量は、令和3年度と比較して1.2％減少しました。

施設及び車両・船舶で使用する燃料の使用量については、車両や非常用発電機の運転に使用

する軽油及びガソリンの使用量が増加し、その他の燃料使用量は概ね減少しました。

事業活動により排出される二酸化炭素量は7.1%減少しました。電気や燃料の使用量が

減ったことに加えて、毎年変動する電力供給事業者の「基礎排出係数（発電量1単位当たりの

二酸化炭素排出量）」が昨年度より小さかったことが要因として考えられます。

紙の使用枚数については、令和３年度と比較して8.9%（A4サイズ換算で約133万枚）

増加しました。使用量の削減のためには、打合せ等における大型モニターやプロジェクターの

活用、会議等のオンライン化により不要な印刷を行わないように努めるなど、ペーパーレス化

の取組をいっそう推進していく必要があります。

再生可能エネルギーの更なる活用や、省エネ設備の積極的な導入などにより、今後も

エネルギー使用量やガス排出量を削減していくとともに、廃棄物の適正な処理など、

事業運営に伴う環境負荷の低減に向けて、努力を継続してまいります。
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Ⅶ 環境保全への取組 

１ 浄水過程では 

■ 浄水場では、水源から取り込んだ原水に薬品を加え、水の中の濁
にご

りを固めて沈でんさせています。 

沈でんした濁
にご

りは「浄水発生土」とよばれる汚泥となり、環境に配慮した方法で処理されています。 

■ 浄・給水場施設の設備機器や照明機器を、更新に合わせて省エネルギータイプのものに交換するなど、

電力の削減に積極的に取り組んでいます。 

 

（１）電力の削減（省エネルギー推進工事） 

浄・給水場施設の設備機器や照明機器を順次、省エネルギータイプのものに交換しています。 

 

（２）浄水発生土の天日乾燥  

水分を多く含んだ浄水発生土を処理するためには、 

まず、脱水処理を行う必要があります。 

福 増浄水場 では場 内に天 日乾燥床 を設置 し、   

太陽熱等の自然エネルギーを使って発生土の乾燥を 

行っています。天日乾燥では、通常の脱水処理と比べ 

電気や灯油などの燃料を低減し、CO２の発生を抑制 

することができます。 

これにより令和４年度は CO２を約９４ｔ削減  

できました。 

 

 

 

 

（３）建設発生土（浚渫土
しゅんせつど

）の有効利用 

工業用水道事業では、浄水場において、河川から原水を安定的に取り込むため、取水口付近に堆積した 

土砂を浚渫しています。浚渫した土は、土を必要とする他の工事と調整し、有効利用を図っています。 

令和４年度は、６,４２１㎥を浚渫しました。 

 

（４）浄水発生土の有効利用 

浄水発生土は、脱水処理した後、セメント原料等へ再資源化しています。令和４年度は、上水道事業、   

工業用水道事業ともに、再資源化率１００%を達成することができました。 

（５）水質試験における廃液及び原水水質自動監視装置からの廃液の無害化 

浄水場や水質センターでの水質試験や、取水場での原水水質自動監視装置では、試薬として薬品を   

使用します。その廃液は産業廃棄物として委託先の処理工場で無害化され、環境に負荷を与えないよう  

適切に処理をしています。 

 

 

福増浄水場での浄水発生土の天日乾燥 
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Ⅶ 環境保全への取組 

（６）柏井浄水場における活性炭の再生 

柏井浄水場では、凝集沈でん・急速ろ
．

過による通常の浄水処理ではとりきれないに
．

おい
．．

等に対処するため、   

オゾンの酸化作用と粒状活性炭の吸着作用を活用した高度浄水処理（下図参照）を行っています。この   

高度浄水処理に用いる粒状活性炭を、場内に設置した活性炭再生施設で再生し再利用することで、廃棄物の 

削減・資源の有効利用を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●企業局では他に、福増浄水場とちば野菊の里浄水場でも高度浄水処理を行っています。 

 
 

● 川や沼の水をきれいに 

右表は、上水道事業で原水を取水 

している川や沼の水質測定結果です。

特に、印旛沼や高滝ダム貯水池は、  

全国的に見ても汚れの度合いが高く 

なっています。 

川や沼の水を安全で良質な水道水に

するためには多くの処理が必要です

が、原水の汚れが少なければ、処理に 

かかるエネルギーや薬品を低減する 

ことができます。 

川や沼の水を汚さないために、家庭でも

こんな取組ができます。 

● 汚れた食器は、水や洗剤で洗う前に新聞紙など

で汚れをふき取る。 

● 油は下水に流さず、新聞紙に吸い取らせたり、市販の薬品で固めたりしてから、 

燃えるゴミとして捨てる。 

● 三角コーナーや排水口にはろ
・

紙
・

などを敷き、細かいゴミが下水に流れないようにする。 

令和 3 年度 公共用水域水質測定結果 

（環境省 水･大気環境局 令和 5 年 1 月公表） 

水域名 
項目 

※ 
平均値(mg/L) 

国の環境基準値 

(mg/L) 

利根川下流 

BOD 

1.6 
河川 A 類型 

2 以下 
江戸川上流 1.3 

全国平均 1.2 

印旛沼 

COD 

  12 

湖沼 A 類型 

3 以下 

高滝ダム 

貯水池 
6.9 

全国平均 3.4 

※ BOD は川の水の汚れの程度を示す数値、 

COD は湖沼や海の水の汚れを示す数値で、 

どちらも数値が大きくなるほど汚れています。 

高度浄水処理のイメージ 

水中の臭気物質やトリハロメタン等の原因物質である 

有機物は、オゾンの酸化力で分解されます。 

オゾン接触池 

オゾンで分解された臭気物質などは、 

活性炭に吸着して取り除かれます。 

活性炭吸着池 

 
千葉県営水道 

マスコットキャラクター 
ポタリちゃん 
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Ⅶ 環境保全への取組 

２ 送配水過程では 

■ 浄水場できれいにした水は、給水場や配水塔を経由してお客さまのもとに届けられます。送配水 

方法を工夫することで、送配水に使う電力の削減に取り組んでいます。 

■ 水道管の工事では振動・騒音が発生するほか、地面を掘り起こすとアスファルトや土などの建設 

副産物が生じます。企業局では副産物を削減できる工法を採用したり、建設発生土のリサイクルに 

取り組んだりしています。 

 

 

（１）自然流下系を活用した送配水 

送配水のためのポンプ運転にかかる電気使用量を削減するため、配水系統について検討を行い、可能な 

限り自然の高低差を利用した送配水を行っています。この取組の結果、令和４年度は６７５．０千 kWｈの 

電気使用量を減らし、CO２を約２９６ｔ削減できました。 

 

 

（２）水道管埋設工事等の建設発生土のリサイクル 

工事の際に掘り起こした土は、水分を多く含んでいるなど大部分はそのままでは埋め戻しに適しません。  

そこで、再資源化が可能な発生土については、土質改良工場で改良し、掘削した道路の埋め戻しに   

有効活用しています。 

令和４年度は、上水道事業では、７８,０７４㎥（発生土全体の６２.７％）を、工業用水道事業では、   

１２,６１６㎥（発生土全体の１００％）の建設発生土を循環的に利用しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

 

  

配水管布設替工事 
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Ⅶ 環境保全への取組 

（３）配水管の浅層埋設 

現在、新規に配水管を埋設する際（下図）の土
ど

被
かぶ

りを従来の１.２m から０.８m にしています。    

これにより、埋設工事の際の建設発生土量を削減することができ、令和４年度は従来工法と比べ    

１，６６６㎥削減できました。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）漏水防止調査 

漏水調査を実施し、発見した漏水箇所の修繕を行っています。 

漏水の防止は水の有効利用になるとともに、防止した分の水量を 

新たに、浄水処理する必要がなくなることから、エネルギーや  

薬品の削減にもつながります。令和４年度は５４件の修繕を行い 

約４２万㎥の漏水を防止しました。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）再生メーターの使用 

水道メーターは、計量法に基づき定期的に交換していますが、回収した水道メーターを修理し再利用 

することで、資源の有効利用を図っています。 

  

漏水調査：水道管から伝わる音だけをたよりに漏水を見つけます。 

水道メーター 

17



Ⅶ 環境保全への取組 

３ 再生可能エネルギーの導入 

■ 当局では、給水場の一部にマイクロ水力発電設備を設置しているほか、太陽光発電設備を浄水場や  

ダム湖面、事業用地等に設置し、再生可能エネルギーの導入に努めております。 

 

（１）マイクロ水力発電 

配水池へ流入する水の水圧・水量のエネルギーを 

利 用 し て 発 電 機 を 回 す マ イ ク ロ 水 力 発 電 を 、    

平成２０年度に妙典給水場及び幕張給水場へ１基  

ずつ、平成２５年度に北船橋給水場へ２基導入   

しました。 

令 和 ４ 年 度 の 発 電 実 績 は ４ ４ ３ ． ５ 万 kWh    

（約１,０６３世帯分の電気使用量に相当）で、   

約１，９８６ｔの CO２が削減できました。発電した  

電気は給水場の動力などに利用します。 

 

 

マイクロ水力発電装置のしくみ 
 

  

北船橋給水場の１号機マイクロ水力発電装置 

※本ページ及び次ページでは 

 世帯当たりの１年間の電気使用量を

4,175kWh として計算しています。 
 
（出典） 

 令和３年度家庭部門の 

 CO2排出実態統計調査結果の概要（確報値） 

（令和５年３月 環境省） 
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Ⅶ 環境保全への取組 

（２）太陽光発電 

当局では環境負荷の低減のため、浄水場に太陽光発電設備を導入して、発電した電気を使用しています。  

また、資産の有効活用の観点から、所有地の一部を事業者に貸付けてメガソーラーを設置しています。 

 

 ①上水道事業 

上水道事業では、ちば野菊の里浄水場で、ポンプ棟屋上に 

出力５７.８kW の太陽光パネルを設置し、発電した電気を  

管理本館の空調等に使用しています。 

令和４年度の発電実績は約６.３万 kWh（約１５世帯分の 

電気使用量に相当）で約２７ｔの CO２を削減できました。 

今後も、浄・給水場における再生可能エネルギーの導入を 

進めます。 

 

②工業用水道事業 

工業用水道事業では、山倉ダムの水面で、環境負荷

の低減及びダムの水質改善を図るため、フロート式 

メガソーラーを設置する事業者を募集し、平成２６年

１１月に決定しました。現在、水面部に面積１４ha、

出力１３.７MW の太陽光パネルを設置し、稼働して 

います。また、袖ケ浦浄水場では、資産の有効活用の

観点からメガソーラーを設置する事業者を募集し、 

平成２４年１２月に決定しました。未利用地１.２ha

に出力１,０２８kW の太陽光パネルを設置し、平成 

２５年１２月から稼働しています。 

令和４年度の発電実績は山倉ダムが１,６５３万

kWh、袖ケ浦浄水場が１１２．６万 kWh で、合計で

約４,２２９世帯分の電気使用量に相当します。  

発電した電気は全量売電しています。 

 ③造成土地管理事業 

造成土地管理事業では、富津地区配管送電線用地にメガ  

ソーラーを設置する事業者を募集し、平成２４年１２月に 

決定しました。未利用地約６ha に出力４MW の太陽光パネル

を設置し、平成２６年３月から稼働しています。 

また、成田スカイアクセス沿線用地においてもメガ   

ソーラーを設置する事業者を募集し、平成２６年１１月に 

決定しました。未利用地約１５ha に出力１２.８MW の   

太陽光パネルを設置し、平成２９年７月から稼働しています。 

令和４年度の発電実績は富津地区が５０７．７万 kWh、 

成田スカイアクセス沿線用地が１,３０４．４万 kWh で、  

合計で約４,３４０世帯分の電気使用量に相当します。   

発電した電気は全量売電しています。 

ちば野菊の里浄水場太陽光パネル 

山倉ダムメガソーラー 

成田スカイアクセス沿線メガソーラー 
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Ⅶ 環境保全への取組 

４ 環境コミュニケーション 

■ お客様に当局の事業についての理解を深めていただき、ご協力いただくため、次のような取組を  

行っています。 

 

（１）施設見学の実施 

浄水場などでは、小学生の社会科見学や関係団体の視察を受け入れているほか、水道週間には浄水場  

見学会を実施しています。 

令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、全ての見学会を中止としました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（２）水道出前講座 

  給水区域のお客様を対象にご指定された場所に出向いて開催しています。 

紙芝居・実験・体験などをとおして水道の仕組み、当局の安全でおいしい水づくりへの取組、水の大切さ、 

水道水を飲める文化の大切さを知っていただいています。 

令和４年度は、小学生を中心として２,９７６名（計５１回）にご参加いただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例年開催していた浄水場施設見学の様子（左：沈でん池、右：ポンプ） 

浄水処理過程を説明している様子 残留塩素を確認している様子 
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Ⅶ 環境保全への取組 

（３）水道週間行事 

水道や水資源の大切さについて理解を深めていただくことを目的と 

して、ポスター・標語作品を募集するコンクールを実施しました。 

また、入賞作品を当局の広報紙に掲載しお客様にご覧いただくなど、 

周知や啓発活動にも注力しています。 

  

 

（４）環境情報の開示 

お客様に当局の環境施策についてご理解いただくことを目的として、 

平成１４年度から環境会計、平成１７年度からは環境報告書を作成し 

公表しています。 

 

 

 

５ オフィスでは 

■ 千葉県企業局環境方針に基づき、節電や紙の削減などに取り組んでいます。 

（１）グリーン購入の推進 

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」第１０条の規定により、県が毎年度定めている  

環境配慮物品調達方針に基づき、グリーン購入の実施に取り組んでいます。  

 

（２）低排出ガス車の導入促進 

公用車を導入するときは、「千葉県公用車のエコカー導入方針」に基づき、九都県市低公害車指定指針又は 

「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の基準を満たす環境性能を有する車種を率先して導入し、  

環境負荷の低減に努めています。 

 

（３）LED 照明の導入 

照明機器には、順次 LED 照明を導入しています。 

令和４年度は、福増浄水場・沼南給水場・水質センター・高滝接合井・南八幡浄水場にて LED 照明を導入

し、省エネルギー化を図りました。 

 

（４）雨水利用 

船橋合同庁舎では、雨水を溜める地下貯留ピットを設置して、溜まった雨水を洗車や散水などに利用して 

います。 

第６４回水道週間 関連記事（県水だより） 
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１ 環境会計の概要（令和４年度決算） 

環境保全コスト 

約１８億８千万円（費用額） 

環境保全対策のための投資額及び費用額です。 

環境保全効果 

CO 2 排出量      ３,０１２ｔ 削減 

建設発生土      ９２,３５６㎥ 削減 

浄水発生土 ２３,０５６ t を有効利用 

（有効利用率 １００％） 

 

環境保全対策に取り組んだ結果、環境負荷をどれだけ 

削減できたかをなるべく定量的に算出しています。 

環境保全対策に伴う経済効果 

約１４億４百万円 

環境保全対策を講じたことにより、講じなかった

場 合 と 比 べ 節 減 で き た （ 発 生 し な か っ た ） と    

認められる費用額です。 

※ 本報告書は企業局 3 事業の実績を対象としております。 

※ 環境保全対策に伴う経済効果は、項目により次の 2 通りの整理をしています。 

 ⅰ) 環境保全対策に取り組んだ結果、取り組まなかった場合と比較して節減できたと認められる費用 

    （省エネルギーを実施したことによる電気料金の削減額や、工事方法の変更による工事費の縮減など） 

 ⅱ) 環境保全対策に取り組んだことで発生しなかったと認められる費用 

    （環境保全対策に取り組まなかった場合にかかると想定される費用） 

Ⅷ 環境会計 

１  環境会計の概要  

環境会計とは、環境保全の取組にどれだけのコストをかけ、その結果、ＣＯ２排出量や廃棄物などの環境

負荷をどれだけ削減できたかを可能な限り定量的に算出する仕組みです。 

お客様の水道料金の一部が環境対策にどのように使用され、どのような効果をあげているのかを   

明らかにするため、旧水道局では平成１４年度から環境会計を導入しており、現在の企業局にも     

引き継がれています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

１ 対象範囲 

上水道事業・工業用水道事業・造成土地管理事業の  

令和３年度決算を対象とする。 

２ 対象項目 

環 境 保 全 に 資 す る 上 水 道 事 業 ・ 工 業 用 水 道 事 業 ・    

造成土地管理事業のすべてを対象とする。 

３ 環境保全コスト 

(１) 環境保全対策のための投資額及び費用額とする。 

(２) 環境保全対策のための経費とそれ以外の目的の  

ための経費とに明確に区分することが困難なものは、 

「合理的な基準による按分」又は「簡便な基準による 

按分」により算定する。 

(３) 人件費は、事業に直接係わるもので、算出が可能な

ものを計上する。 

(４) 減価償却費は、計上する。 

４ 環境保全効果 

(１) 環境保全対策を実施することによる環境負荷の   

低減量や資源の有効利用量について、当該対策を 

実施しなかった場合との比較により算定する。 

 

(２) 二酸化炭素排出量の算出は次による。 

電気使用によるもの： 

電力使用量（kWh）×電気事業者別排出係数 

（経済産業省及び環境省公表） 

電気以外のエネルギー使用によるもの： 

地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第 3 条による 

５ 環境保全対策に伴う経済効果 

(１) 環境保全対策に取り組んだ結果、取り組まなかった場合と比較

して節減される費用または、環境保全対策に取り組んだことで 

発生しなかった費用を計上する。 

(２) できる限り客観的で確実な根拠に基づいて算出される実質的

な効果について計上する。 

６ その他 

(１) 環境会計ガイドライン 2005 年版(環境省)を参考に作成する。 

(２) 金額は、税抜きとする。 

環境会計作成基本方針 
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Ⅷ　環境会計

　　　　環境保全対策として取り組んだ項目及び費用額を表しています。

費用額（千円）
公 害 防 止
コ ス ト

1 ばい煙ばいじん及び排ガスの測定 490 法令遵守

2 水運用の効率化 - CO2 排出量の削減 CO2削減量 296 t

＜上水道事業＞ 2,061 4 t

＜工業用水道事業＞ 13,400 61 t

4 ちば野菊の里浄水場太陽光発電設備 1,390 CO2 排出量の削減 CO2削減量 27 t

5 36,631 CO2 排出量の削減 CO2削減量 1,986 t

1,666 ㎥
15 t

78,074 ㎥
442 t
12,616 ㎥
0.1 t 未満

8 636,725 中間処理による浄水発生土の減量

9 浄水発生土の天日乾燥（福増浄水場） 76,327 CO2 排出量の削減 CO2削減量 94 t

18,771 t
（100％）
4,285 t
（100％）

11 船橋合同庁舎の雨水利用 22 水資源の有効利用

12 水質試験及び原水水質自動監視装置廃液処理 3,129 法令遵守

漏水防止による水資源の節減 424,860 ㎥
CO2 排出量の削減 87 t

＜上水道事業＞ 154,655

＜工業用水道事業＞ 5,488

15 グリーン購入（再生コピー用紙の購入） - 消費する資源の節減 購入率 100.0%

16 エコマーク被服の購入 5,123 　　　〃 購入率 59.6%

17 環境情報の開示 5,057 環境コミュニケーションの促進

18 環境保全に関する広報活動 3,270 　　　〃

19 冊子「水のはなし」負担金 32 　　　〃

20 印旛沼水質保全協議会負担金 655 水源の環境や水質の保全

21 印旛沼水質保全協力費 640 　　　〃

22 江戸川を守る会負担金 700 　　　〃

CO2 排出削減量：

建設発生土削減量：

浄水発生土削減量：

環境保全対策を講じたことにより、節減できたと認められる費用額を表しています。

効果額（千円）

2 水運用の効率化 8,207 従来の水運用と比較し、削減できた電力料金

＜上水道事業＞ 274

＜工業用水道事業＞ 4,187

4 ちば野菊の里浄水場太陽光発電設備 1,847

5 92,804

6 配水管の浅層埋設 18,360

＜上水道事業＞ 651,032

＜工業用水道事業＞ 22,711

9 浄水発生土の天日乾燥（福増浄水場） 22,323

＜上水道事業＞ 421,186

＜工業用水道事業＞ 77,176

13 漏水防止 83,510

※　端数処理の関係で、合計欄の値と数値の和が一致しないことがあります。

地 球 環 境
保 全 効 果

経 済 効 果 の 概 要

3,012 t

従来の機器と比較し、削減できた電力料金

92,356 ㎥
23,056 t

環境保全コストの合計（千円）

マイクロ水力発電設備
（妙典給水場・幕張給水場・北船橋給水場）

発生土を再利用せず、埋立処分した場合にかかる費用

設備導入に伴い、削減できた電力料金

14 浄・給水場及び水質センターの
一般・産業廃棄物処理 法令遵守

省エネルギー対策推進工事
（浄・給水場の照明器具、
  省エネ機器の導入）

3

環 境 保 全 効 果

CO2削減量

取 組 項 目

CO2 排出量の削減
地 球 環 境
保 全
コ ス ト

環境保全コスト

　2  　令和４年度における決算について

資 源 循 環
コ ス ト

事
業
エ
リ
ア
内
効
果

資 源 循 環
効 果

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト

対応する環境保全コストの取組項目

10 浄水発生土の有効利用

3
省エネルギー対策推進工事
（浄・給水場の照明器具、
  省エネ機器の導入）

7 建設発生土のリサイクル

環境保全対策に伴う経済効果の合計（千円）

10 浄水発生土の有効利用
＜上水道事業＞

＜工業用水道事業＞

13

発生土削減量／
CO2削減量

＜上水道事業＞ 518,608

　　環境保全対策の取組に伴う経済効果

建設発生土の再資源化
（発生土処分量の削減）
CO2 排出量の削減

発生土削減量／
CO2削減量

漏水防止 56,239
漏水防止量／

CO2削減量

浄水発生土の有効利用
（発生土処分量の削減）

発生土利用量
（利用率）

1,876,596

6

7

管理活動コスト

上・下流コスト

1,403,617

マイクロ水力発電設備
（妙典給水場・幕張給水場・北船橋給水場）

271,102

67,443

17,409

-
建設発生土の削減
CO2 排出量の削減

浄水発生土の乾燥（福増浄水場を除く）

配水管の浅層埋設

建設発生土のリサイクル
＜工業用水道事業＞

防止した漏水量と同量の水をつくる場合にかかる費用

発生土を天日乾燥せず、電気等を使用して処理する場合の費用

発生土をリサイクルせず、埋立処分した場合にかかる費用

従来の深度で埋設する場合と比較し、削減できた費用の合計

設備導入に伴い、削減できた電力料金
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Ⅸ 環境に関する法令の遵守 

事業活動に適用される環境関連法令等を遵守し、環境汚染の未然防止に努めています。 

適用される環境関連の主な法令等には、次のようなものがあります。 

 

法 令 名 内 容 

エネルギーの使用の合理化及び 
非化石エネルギーへの転換等に 
関する法律 
（省エネ法）  

  

千葉県企業局は特定事業者に指定されており、定期的に定められた報告をしています。 
第一種エネルギー管理指定工場等：柏井浄水場、ちば野菊の里浄水場、木下取水場、 

佐倉浄水場 
第二種エネルギー管理指定工場等：栗山浄水場、北総浄水場、北船橋給水場、沼南給水場、         

人見浄水場、印旛沼浄水場 

地球温暖化対策の推進に関する法律 
（温対法）  

  

温室効果ガスを相当程度多く排出する者（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出量を 
算定し、国に報告することが義務付けられています。 

企業局では省エネ法の報告書を併用して報告しています。 

大気汚染防止法  
  

法令の対象となるばい煙発生施設（柏井浄水場の活性炭再生施設ボイラー）において、  
定期的に監視項目の測定を行い、適切な施設運転を行うことで、排出基準を遵守しています。 

水質汚濁防止法  
  

法令の対象となる排水処理施設からの排水について、連続測定を実施し、法令の基準を遵守して
います。 

騒音規制法・振動規制法  
  

水道施設の建設工事における重機の使用による騒音や振動について、法令の基準を遵守する   
ため、低公害型の重機を使用しています。 

消防法  
  

地下タンク貯蔵所などに貯蔵する燃料や薬品について、必要な届出をするとともに、資格者により 
適切に管理しています。 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な 
処理の推進に関する特別措置法 

コンデンサー等の機器に使用された PCB 廃棄物について、必要な届出をするとともに、定められた 
期間内の処分を進めています。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
  
  

水道事業活動に伴う産業廃棄物は、マニフェスト（※）で管理し適切に処理しています。     
浄水発生土、水質センターの試薬廃液、取水場の原水水質自動監視装置の廃液、施設の    
建築材料に使用された廃石綿などが該当します。 

建設工事に係る資材の再資源化等に 
関する法律  

水道管の埋設工事などに伴う建設副産物（アスファルト塊や土砂）を再資源化するとともに、   
埋め戻し材として活用しています。 

千葉県ディーゼル自動車から排出される
粒子状物質の排出の抑制に関する条例 

  

同条例で定める粒子状物質排出基準を満たさないディーゼル車（乗用車を除く）は、県内    
全域での運行が禁止されています。 

企業局では、工事に伴う大量の土砂、工事用資材の輸送等でディーゼル車を使用する場合は、 
条例の基準を遵守し環境への負荷の低減を図っています。 

フロン類の使用の合理化及び 
管理の適正化に関する法律 

  

フロン類が使用されている業務用のエアコン・冷凍冷蔵機器は適正に点検を行い、廃棄する時は、
都道府県に登録された第一種フロン類充塡回収業者に依頼しなければなりません。 

企業局では、浄水場で使用する冷凍機等が該当し、適正な管理を行っています。 

新エネルギー利用等の促進に関する 
特別措置法       

再生可能エネルギーの利用促進を図るため、浄水場やダム湖面、事業用地等に太陽光発電を、 
水道施設の一部にマイクロ水力発電を導入しています。 

このほか、廃棄物の処理及び清掃に関する条例など、事業所が所在する市町村の条例も適用されるものがあります。 

※ マニフェストとは産業廃棄物の種類、量などを記載する伝票のことです。また、産業廃棄物の処理の責任は排出事業者に課されています。 

廃棄物処理を業者に委託する際には、マニフェストを廃棄物とともに運搬業者、中間処理業者、最終処理業者と順々に渡し、最後は排出事業者が回収する 

ことで、廃棄物の流れを管理し、不法投棄などを防ぐ仕組みになっています。 
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Ⅹ 第三者審査 

■ 目 的 

千葉県企業局では、環境報告書を作成し公表するにあたり、その信頼性・客観性の向上を目的として第三者による

審査を受けました。 

■ 結 果 

株式会社 上総環境調査センターによる審査の結果、環境報告書に記載されている環境パフォーマンス情報及び 

環境会計情報について、「重要な点において、合理的に把握、集計、開示されたものであり、審査の過程で確認した

根拠資料と整合していると判断する。」との報告をいただきました。 
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令和６年３月 

千葉県企業局 管理部 総務企画課 

〒２６２－８５１２ 

千葉市花見川区幕張町５－４１７－２４ 

ＴＥＬ：０４３－２１１－８３６３ 

ＦＡＸ：０４３－２７４－９８０１ 


